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【当該国際機関で働く邦人職員】

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

2012-A

　国際機関名
（英語略称）：

派遣についての合意文書を交換済みの国際機関（ＵＮＤＰ,ＵＮＨＣＲ,ＷＦＰ等）

　【邦人職員が占めている幹部ポスト（Ｄポスト以上）】

Ｄ２レベル以上の幹部ポストに就い
ているＪＰＯ経験者

　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率 　　　　　2.4％

　 　ほか６名

（注）ＪＰＯ派遣制度は，我が国だけではなく，世界25か国で実施されている。ＪＰＯ派遣
に係る経費については，派遣先の国際機関からの請求に基づき，個別に支払を行う形
式であるため，当該経費を支弁するＪＰＯ拠出金は各国毎に独立している。したがっ
て，我が国のＪＰＯ派遣経費を支弁する拠出金については，我が国のみ拠出している。

ＵＮＥＰ地域協力局長

ＵＮＤＰ駐日代表兼総裁特別アドバイザー

西本　伴子

金額（千ドル） 拠出率（％）（注）

【注：当該国際機関の会計年度】　　各国際機関の会計年度に準じる。

弓削　昭子

ＵＮＤＰ国連常駐調整官（在コスタリカ）

ＥＳＣＡＰ次長

国連事務局ＰＫＯ局アジア・中東部長 中満　泉

安川　順子

村田　俊一

　うち　　　76人

　邦人職員数
　うち幹部以上

【分担金・義務的拠出金の拠出上位５ヶ国等　（２０１２年のもの）】

12,500

【当該国際機関の本部所在地・活動目的等の概要】
　国際機関における邦人職員増加を図るため，国際機関に若手邦人をＪＰＯとして派遣し，それに係る派遣
経費を「国際機関職員派遣信託基金拠出金」により支弁。
（注）本拠出金は，国際機関がＪＰＯを受け入れることにより発生する経費（給与等の人件費）を支弁するためのものであり，使途も当該経費の

支弁に限定されている。国際機関の事業実施に必要な経費を手当てする通常の任意拠出金とは異なるものである。

　　　　　764人 　　　31，583人

【当該国際機関の財政（２０１２年予算）】

会計検査機関名：　各国際機関により異なる　　　　　　　　　　（現在の構成員の出身国：　　－　　　　　　）

拠出率（％）（注）

【任意拠出金の拠出上位５ヶ国等　（２０１２年のもの）】

金額（千ドル）

当該年度の総支出額： １，０１２，４７６千円（関係国際機関への派遣に要した決算額）

次年度への繰越額：　なし

当該年度の総収入額： １，０１２，４７７千円（関係国際機関への派遣に要する予算額）

Ｊｕｎｉｏｒ　Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ　Ｏｆｆｉｃｅｒｓ　Ｐｒｏｇｒａｍｍｅ (JPO)

種　　　別

 【所管官庁担当局課・室名】：外務省総政局国連企画調整課・人事センター

英文名称：

　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　


